
子ども手当

国 1兆2,230億円

子ども手当の創設（平成２２年度予算）

国
2,326億円

事業主
1,436億円

地方
4,652億円

児童手当分

※2 地方公務員に係る額の引上げ等に伴い、地方公共団体の負担が実質的に増大しないよう、
別途、「児童手当及び子ども手当特例交付金」(2,337億円)を措置。

○ 子ども手当の創設（国庫負担金） 1兆4,722億円
うち、給付費：1兆4,556億円（10か月分を計上）

事務費：166億円（市町村分164億円）

※1 上記とは別に、公務員については所属庁から支給する。
（国家公務員分：425億円、地方公務員分：1,486億円）

※3 子ども手当の円滑な実施を図るため、システム経費（123億円）を平成21年度二次補正予算に計上。
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